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要     旨 

１ 作成の背景 

 我が国の歯科医療提供体制は、国民の健康の重要な基盤となってきたが高齢化に伴い疾

病構造は急性期医療から回復期医療へと変化している。そのため、これまでの歯科医療の

提供や口腔保健活動に加えて周術期等における口腔機能管理、訪問歯科診療などへの広範

な貢献が求められている。医療から介護までの幅広い歯科医療需要に応えるために他の医

療関連職と連携して地域 1で一貫した包括ケアシステムとしての歯科保健医療体制を構築

する必要がある。このような状況を鑑み、日本学術会議歯学委員会および病態系歯学分科

会、臨床系歯学分科会では、NPO法人日本口腔科学会の行った歯科保健医療の需要調査を

もとに、国民から求められる歯科医療提供体制を確保するため、提言を作成することとし

た。 

２ 現状の問題点 

(1) 口腔機能管理は口腔の専門家である歯科専門職の診断と治療が必須であるが、歯科単

独ではできず、病診連携、医科歯科連携、介護・福祉などの多職種と歯科医療との連

携といった種々の連携のシステム化が求められている。これらの連携は地域内で情報

を共有する地域包括ケアシステムとして構築し、そのシステム内で円滑な歯科医療に

関する連携がなされることが望ましいが、そのような地域包括ケアシステムによる歯

科医療はまだ整備されていない。 

(2) 地域の基幹病院と歯科診療所との連携は地域包括ケアシステムの中核をなすが、特に

病院に歯科が設置されていない場合は病院内の地域医療連携室などから歯科診療所へ

の連携は行われていないことも多い。病診連携は現状では歯科医師会が中心的な役割

を果たしているが、歯科医師会の実状によって各地域での医療連携に格差が生じてい

る。 

(3) 医科歯科連携については、周術期等における口腔機能管理は医科主導で進められるこ

とから医科側の口腔に対する関心の程度に依存している。近年では医科側に周術期等

の口腔機能管理の重要性は広く認知されつつあるが、依然として退院後に円滑に歯科

医療へとつなげることや要介護状態にある人の口腔機能を回復、維持することへの関

心は極めて低く、患者側からの訴えが乏しい場合は必要な歯科処置がなされずに放置

されることがある。また、入院中に確認された口腔関連の諸問題について退院後に地

域の歯科医療機関へと引き継がれることも少ないのが現状である。 

(4) 歯科医療との連携は医師のみならず、薬剤師、看護師、社会福祉士、介護士など様々

な職種が関与し、特に要介護者などは日常の生活の中で直接的に接する機会が多いの

でこれらの多職種との連携は極めて重要である。しかしながら、口腔機能管理の重要

性の周知が徹底されていないことも多く、歯科医療機関との連携が活発に行われてい

 

                         
1
本提言での「地域」とは、一般的な物理的意味での近所に限定したものではなく、患者が選択したかかりつけ医の組み

合わせ等を包括した医療サービスを受ける範囲を指し、時に遠方の医療機関等が該当することも有り得る 
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るとは言い難い。 

(5) 日本口腔科学会による入院患者への口腔状態に関するアンケート調査で入院患者の

72.2%が何らかの問題を口腔内に抱えていたが、入院期間中には積極的な歯科治療は受

けておらず、軟食中心の食事形態で我慢していることが多いことが明らかとなった。

入院中の歯科との連携において、医科主治医は主科での治療の遂行のための口腔機能

管理に主眼を置き、また栄養サポートチームは摂食量中心で評価する傾向があるた

め、患者の求めている健全な摂食とは乖離があることも示された。 

３ 提言 

(1) 口腔機能の管理は歯科専門職による診断と治療が必須であるが、歯科単独でできるこ

とには限りがあり、医療、介護、福祉といった多職種との協働が何より重要である。そ

のためにはこれまで行われてきた病診連携や医科歯科連携を発展させて地域内で情報

を共有する地域包括ケアシステムを構築することが求められている。そのシステム内で

円滑に歯科医療との連携を行うために多職種で共有するデータベースを作成し、さらに

多職種を統括する機構を設置すべきであろう。診療報酬の点からの支援や教育機関での

地域医療連携に関する教育や研修を通した啓発を盛んにして地域包括ケアシステムの

強化へつなげることも重要である。これらは厚生労働省を始め地方自治体などの行政の

積極的な参画が必須である。 

(2) 医科病院や福祉施設等の従事者に対し、口腔機能管理や摂食嚥下等の講習や講演を実

施するなどし、口腔の専門家が歯科であることについて理解を深めることで、医療従事

者が患者の口腔機能の異常を見出し歯科受診につなげることができる取り組みを行う

必要がある。 

(3) 病診連携は病院歯科の利用や歯科がない病院では医療連携担当部署と歯科医師会の連

携を密に図り、病院と地域医療機関、あるいは在宅との間で療養の場が円滑に移行でき

るように病院が後方支援を行う仕組みを作る必要がある。地域全体で効果的な医療提供

体制を構築するためには、行政と歯科医師会、そのほかの関連団体とが連携することが

必要である。 

(4) 国民が真に求める歯科保健医療の提供のためには、多くの機関や人が連携して現状の

外来での歯科治療中心の歯科医療から幅広い活動へと展開していくことが求められて

いる。そのために、まず口腔機能管理の重要性と口腔の専門家としての歯科専門職によ

る診断と治療計画が不可欠であることを医療者のみならず患者も含めた全ての人に理

解してもらうことが必要である。特に周術期等における口腔機能管理は医科主治医の主

導により進められることから医科側にその有効性を発信することが非常に重要である。 

(5) 日本口腔科学会が実施した入院患者への口腔状態に関するアンケート調査によると多

くの人が口腔に何らかの問題を抱えており、摂食に影響を与えていることから入院中の

栄養摂取に十分配慮して医科診療を支援する必要がある。そして退院後は円滑に地域に

おける歯科医療へ引き継ぎ、さらに多職種によって支援される地域での包括ケアシステ

ムを構築することが望ましい。 
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１ 作成の背景 

 我が国の歯科医療提供体制は、国民の健康を確保し、国民が安心して生活を送るための

重要な基盤となっている [1]。日本の人口は近年、減少の一途を辿り、2060年には総人

口が 9000万人を割り込み、高齢化率は 40％近い水準になることが推計されている [2]。

この急激に進む少子高齢化に代表されるような社会情勢の変化により歯科保健医療の需要

に変化が生じており、外来中心であった歯科医療の提供体制に加えて、周術期等における

口腔機能管理 2、病院の入院患者や居宅あるいは福祉施設利用の要介護者等に需要に応じ

たきめ細やかな歯科医療を提供することが求められている。そのためにこれまで歯科医療

機関あるいは歯科専門職種で完結していた歯科医療は他の職種や他分野との連携の重要性

がさらに増加してきている。さまざまな立場にある国民一人一人が自分らしい暮らしを続

けながら、住み慣れた生活の場において歯科医療を受け、質の高い生活を送るために歯科

医療機関が積極的に参画する地域包括ケアシステムの構築が強く求められている。その推

進にあたり、歯科疾患、顎口腔の疾患、摂食に関する問題を含めた口腔機能の低下及び障

害について、患者にどのような需要があるのかを把握する必要がある。このような状況を

鑑み、日本学術会議歯学委員会と歯科保健医療体制構築に関連する病態系歯学分科会、臨

床系歯学分科会では、NPO法人日本口腔科学会の行った歯科保健医療の需要調査をもと

に、国民から真に求められる歯科医療提供体制を確立するため、提言を作成した。 

 

２ 現状の問題点 

(1) 地域における歯科医療について 

１)  癌や心疾患など重篤な疾患の治療に際しては入院の前後も含めた周術期等におけ

る口腔機能管理が極めて重要であることが示されている。また、高齢化に伴い疾病構

造や受療行動が急性期医療から回復期医療へ変化している。摂食嚥下などの口腔機能

管理は誤嚥性肺炎を回避するだけに留まらず、回復期にある長期入院患者や在宅療養

患者、福祉施設利用者の食に対する意欲の増進や回復を支援することにつがなる。口

腔機能の維持や回復が健康の増進に重要な働きをしていることが十分には理解されて

いない。 

２)  口腔機能の管理を通して疾病の予防や健康増進につながるが、これには口腔の専

門家としての歯科医療による診断と治療計画が不可欠であるが、歯科医療提供側も含

めて現状ではその理解が乏しい。 

３)  口腔機能管理や摂食嚥下支援を行う場合には身近な地域で一貫した地域包括ケア

システムによる歯科保健医療体制が理想的であるが、現在普及しつつあるシステムで

は歯科治療を担当するに過ぎず、予防から介護まで広く歯科の貢献を目指した地域連

 

                         
2 がん等の手術に関連する治療期間としての周術期に加えて、放射線治療、化学療法、緩和ケア

といった治療が実施される期間も含む周術期等においてその治療に関連する口腔内の状態や機能

の変化を評価し、咀嚼や嚥下といった口腔機能を健全に保ち、口腔細菌感染や誤嚥性肺炎などの

発症予防を図る医療 
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携は見当たらない。 

４)  地域医療連携の方策を立案する上で、各地域が抱える社会的要因に基因する問題

点を十分考慮する必要があるが地域医療連携に関連する諸問題は地域ごとに異なる。

歯科医師会や各歯科医療機関の実状も地域間格差がある[3]。 

５)  高齢者や要介護者など移動が困難な患者が通院を希望する場合にはその移動手段

の確保に難渋することが多々あるが、歯科診療所を受診するために通院手段の便宜が

図られている地域は極めて少ない。 

(2) 病診連携について 

１)  地域の基幹病院と歯科診療所との医療連携（病診連携）は地域包括ケアシステム

の中核をなす。近年は地域医療連携室あるいは病診連携室などを設置して病院と診療

所との医療連携を推進する病院が増加しており、歯科を有する病院では地域の歯科診

療所との医療連携はある程度の実績を示している。一方で歯科のない病院と地域の歯

科診療所と間での結びつきは多くの場合希薄である。そのため、相互関連のある医科

疾患と歯科疾患においても情報共有が乏しくなる、入退院時に医療情報の連携が円滑

に進まないなどの問題が生じている。 

２)  地域の病院と連携しながらの摂食嚥下の支援や手術前後の患者の口腔機能管理に

おいて地域の歯科医師会が取り組んでいる。さらに口腔癌検診により専門医療機関と

の医療連携も深めており、病診連携の推進に地域歯科医師会が重要な位置をしめてい

る。加えて歯科医師会は行政の福祉事業の一環として休日歯科診療や障がい者歯科診

療に従事し、乳幼児と妊産婦の健診や学校健診といった公的健診を担当するなど歯科

医師会の地域における医療活動は広範であるため負担も多く、歯科医師会の実状も各

地域によって異なるため地域での医療連携に格差が生じている。 

(3) 医科歯科連携について 

１)  周術期等における口腔機能管理の有効性について多くの報告がなされ、平成 24年

に保険収載されて以降、医師や看護師をはじめとする医療職にも口腔機能を維持する

ことの重要性は認知されつつあるが、まだ十分に医科歯科連携がなされているとは言

い難い。医科治療中の口腔機能管理は医科主治医の主導により進められることから医

科側の関心と理解に依存せざるを得ないのが現状である。 

２)  全身疾患を有する患者における抜歯などの観血的処置を行う場合の歯科から医科

への対診といった、歯科治療の際の医科歯科連携は以前から行われている。一方、医

科から歯科への対診は、最近では周術期等における口腔機能管理依頼や骨吸収抑制薬

投与前の口腔内精査依頼等で増えつつあるが、糖尿病や心疾患など口腔保健との密接

な関連が指摘されている医科疾患治療中においても歯科医療機関との協働が浸透して

いない。 

３)  都道府県に配置されている歯科医師・歯科衛生士は、健康施策に関する部署に配

置されることが多く、医療計画の策定に関わる部署にはあまり配置されていない。そ

のため、医療計画の策定に歯科の視点が適切に反映されていない可能性がある [3]。 
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４)  従来の歯科医療は外来中心であり、入院患者を想定した口腔機能管理についての

卒前教育はほとんど行われてこなかった。医科領域の講義も断片的で、統合されてい

ないことが多く、医科知識を持った歯科医師が少ないのが現状である [4]。 

５)  医科疾患にて入院加療中の患者は高齢者も多く、潜在的な歯科医療需要があると

考えるべきであるが、患者からの訴えがない場合は医療者がその必要性を把握するこ

とが難しく、歯科受診につながらないことが多い [3, 4]。また、歯科が設置されてい

ない医科病院では、入院中の周術期等口腔機能管理の機会が得られないことも障壁と

なる。 

６)  入院中に院内の歯科により口腔機能管理を行っていた患者であっても、退院後に

継続して治療に当たる立場であるかかりつけ歯科医師へ入院中の口腔機能管理の情報

が退院後に引き継がれていないケースが多い [4]。 

(4) 多職種連携について 

１)  歯科医療との連携は医師のみならずさまざまな医療職が関与する。その中でも薬

剤師、看護師、歯科衛生士、社会福祉士、言語聴覚士、介護士、各種ヘルパーといっ

た職種との協働が重要であるが、これらの職と直接的な連携が不足している。日常の

生活の質向上のためにこれらの職種の果たす役割は大きく、日頃からの口腔領域のセ

ルフケアを共に進めていくために更なる連携強化が望ましい。協力歯科医療機関を登

録している介護施設や訪問看護師は近年では増加傾向にあるが、介護施設と連携して

いる歯科医療機関はまだまだ少ないのが現状である。 

２)  多職種の連携では職種ごとに専門性が異なるのでそれらをいかにまとめるかが鍵

となるが、現状では多職種を統率して活動の方向性を示す意思決定組織がないため

個々の連携はなされても全体として統一した行動が取れない。 

３)  現状では必要な情報を個々の医療機関や施設に照会する必要があり、非効率であ

る。 

４)  歯科医師の養成課程においても卒前教育や卒後臨床研修において、地域連携や多

職種連携に関する講義や実習が少なく、学生は地域連携や多職種連携の必要性や重要

性について理解する機会が少ないまま臨床現場に出てしまっている。他の医療職にお

いても同様な指摘がなされている。 

５)  歯科衛生士の役割は、従来の口腔衛生管理だけではなく口腔に関する多職種連携

の窓口としての役割なども期待される。しかしながら、現状の歯科衛生士の業務は歯

科医師の介助等にとどまっていることが多く、その役割を十分に発揮できていない 

[3]。 

(5) 食に関する支援について 

１) 歯科標榜がない病院における栄養サポートチーム（NST）に地域の開業歯科医師が参

画している事例があるが [3] 、まだ少数であり、その結果、口腔機能の評価が行われ

ず、食事の摂取量などが評価基準となっていることが多い。 

２) 平成 28 年の診療報酬改定で NST に歯科医師が参加することによる加算がつけられ
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たが、まだ少額であり、新規で食支援を行おうと考えている歯科医師にとっては十分

ではない。 

(6) 入院患者の口腔状況・潜在的歯科医療需要について 

 日本口腔科学会は、全国の大学病院の医科および歯科の各診療科に入院中の患者に対

して入院期間中の口腔状況に関するアンケート調査を行なった[5]。その調査によると、

口腔内になんらかの自覚症状を有すると回答したのは全体の72.2％（2,280人中の1,647

人）であり、口腔乾燥、歯肉の出血・腫脹・疼痛、義歯不適合、歯の動揺などが主たる

自覚症状であった（表 1）。 

 

 表 1：入院中患者の口腔の自覚症状（複数回答） 

 自覚症状 人数（人）  割合 

 口が乾く 370  16.2% 
 歯ぐきが痛い・血が出る・はれた 246  10.8% 
 入れ歯が合わない 169  7.4% 
 歯がぐらぐらする 162  7.1% 
 かみ合わせがおかしい 144  6.3% 
 歯が痛い 134  5.9% 

 口内炎 128  5.6% 
 飲みこみづらい 125  5.5% 

 味がわかりにくい 121  5.3% 
 歯が無くて噛めない 91  4.0% 

 顎が痛い・音がする 77  3.4% 
 口が開きづらい 62  2.7% 

 舌が痛い 42  1.8% 
 くちびる・ほほの粘膜が痛い 37  1.6% 
 その他 157  6.9% 

 口腔内症状あり 1,647  72.2% 

 

 

 入院期間中に歯科関連の診療科を受診した患者は 18.2％（2,280人中の 415人）であ

り、その受診内容は専門的口腔ケアが多数を占めた（表 2）。 
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 表 2：入院中の歯科関連処置（複数回答） 

 処置内容 人数（人）  割合 

 専門的口腔ケア 307  74.0% 
 抜歯 98  23.6% 
 むし歯の治療 56  13.5% 
 入れ歯の治療 49  11.8% 
 歯周病の治療 46  11.1% 

 口の中の手術 36  8.7% 
 口腔内装置作製 19  4.6% 
 口内炎の治療 17  4.1% 
 口の体操 10  2.4% 
 嚥下の評価・治療 10  2.4% 
 顎関節症の治療 7  1.7% 

 その他 17  3.1% 

 

 多くの入院患者が口腔に症状を抱えており、その症状は多岐にわたっているが、歯科

受診の機会は多くなく、受診内容も専門的口腔ケアが中心で積極的な治療にまで踏み込

めていない実態が明らかとなった。入院患者が歯科に求めるものは歯痛や義歯不適合な

どの歯科疾患にとどまらず、口腔乾燥や嚥下障害などの口腔機能障害への対応等も多く、

普段から口腔機能の低下に悩まされており、十分な加療がなされていないことが明らか

である。 

 入院患者の食形態の分析では、全 2,280人中の 229人（10.0％）は軟菜食・きざみ食

を、16人（0.7％）はペースト食・流動食を摂取しており、普通食の摂食が困難な状態で

あった（表 3）。その人たちの 86.9％（245人中の 213人）が普通食を望むと回答してお

り、可能なら普通食を食べたいという願望が強いこと、そしてそれが困難な状態を我慢

しているという実態であった。 
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 表 3：入院患者の食事形態  

 食事形態 人数（人） 割合  

 普通食 2,022 88.7%  

 軟菜食・きざみ食 229 10.0%  

 ペースト食・流動食 16 0.7%  

 経口摂取不可 13 0.6%  

 合計 2,280 100%  

 

 また、「口腔の状態が改善すれば希望の食事形態が達成されるか」という問いに対して、

「そう思う」が 67.5％、「少しそう思う」が 13.9％を占めた（表 4）。このことは希望の

食形態のために口腔の状態の改善を望む人が多数を占めることを意味する。 

 

 表 4：質問「口腔の状態が改善すれば希望の食事形態

が達成されるか」への回答 
 

 アンケート回答 人数（人） 割合  

 そう思う 1,539 67.5%  

 少しそう思う 317 13.9%  

 あまりそう思わない 203 8.9%  

 全くそう思わない 101 4.4%  

 その他 120 5.3%  

 合計 2,280 100%  

 

 口腔状態と食形態との関連性を認識して 81.4％の入院患者が口腔の状態が改善され

れば希望の食事形態が達成されると考えていることから、口腔機能の改善が摂食の面か

らも強く期待されていることがわかる。つまり、入院加療中の患者の多くは口腔に自覚

症状を抱えており口腔環境を改善し、おいしく食べられることを期待しているが、医科

主治医は主科での治療の遂行のための口腔機能管理に主眼を置いており、患者の求めて

いる健全な摂食とは乖離がある。現時点では、入院中の歯科受診は医科主導であるが、

口腔の専門家である歯科が積極的に口腔の状態の診断、治療・管理計画を立案し実行す

ることが求められている。 

 口腔科学会の調査では、2,280人中 444人（19.5％）の人はかかりつけ歯科を持たず、

また、かかりつけ歯科があっても定期的に受診していない人はかかりつけ歯科をもつと

回答した 1,836人中の 784人（42.7％）であった（表 5）。千葉大学の調査によると入院

患者において半年以上歯科受診していない患者は 137 人中 41 人（30.0％）にのぼった

（表 6）。これらのことから、かかりつけ歯科があっても、定期的に受診しておらず十分
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に活用できていない可能性が考えられた。 

 

 表 5：入院患者のかかりつけ歯科に関する実態 

 かかりつけ歯科の受診 
人数

（人） 
割合  

 定期的に受診している 1,052 46.1%  

 症状出現時にのみ受診 784 34.4%  

 かかりつけ歯科医院はない 444 19.5%  

 合計 2,280 100.0%  

 

 表 6：入院患者の最終歯科受診からの間隔 

 最終歯科受診からの間隔 人数（人）  割合 

 １週間以内 16  11.7% 
 １週間〜１か月 25  18.2% 
 １か月〜３か月 32  23.4% 
 ３か月〜６か月 23  16.8% 
 ６か月〜１年 20  14.6% 

 １年〜３年 9  6.6% 
 ３年以上 12  8.7% 

 合計 137  100% 

 

 入院中に院内の歯科により口腔機能管理を行っていた患者であっても、退院後に継続

して治療に当たる立場であるかかりつけ歯科医師が退院時カンファレンス等に参加する

ケースは少ないため、入院中の口腔機能管理の情報が退院後に引き継がれていないケー

スが多い [4]。 
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３ 提言 

(1) 地域における歯科医療について 

① 歯科側への提言 

１) 医科病院や福祉施設の従事者を対象に、口腔機能管理や摂食嚥下等の講習や講演

を実施し、口腔の専門家が歯科であることについて理解を深めることで、医療従事

者が患者の口腔機能の異常を容易に見出して歯科受診につなげるようにする必要が

ある。 

２) 医療者以外の人に対しては、歯科医療は歯科診療所での歯科治療にとどまらず日

常および周術期等における口腔機能管理、摂食支援などにも口腔の専門家としての

診断と治療計画が必須であり、それにより質の高い生活を送れることを強く発信し

ていく必要がある。そのためにパンフレットやポスター等を歯科医院への配布、マ

スコミやインターネットの活用、市民講座などの各種集会開催などの情報発信が重

要である。 

３) 周術期等における口腔機能管理のみならず、回復期にある長期入院患者や在宅療

養患者、福祉施設利用者の食に対する意欲の増進や回復を支援するために口腔の専

門家としての歯科医療による診断と治療計画が不可欠であることを歯科側がまず十

分に自覚し、地域の中の医療機関や福祉施設とともに地域包括ケアシステムによる

歯科保健医療体制の構築を目指すべきである。 

４) 現状では地域の医療連携に歯科医師会が果たしている役割は大きいが、歯科医師

会会員以外の歯科医師をさらに活用すべきであろう。非会員の占める割合が多い地

域では非会員の協力が重要になると思われる。 

② 行政などへの提言 

１) 大学等の教育機関や臨床研修施設において、口腔から全身の健康に寄与し、急性

期、回復期、維持期、在宅や介護現場でも対応できる知識と技術を持つ歯科専門職

種を養成する必要がある。特に在宅における歯科診療等は講義だけではなく実習等

において実際に経験することも必要である。 

２) 包括的なケアシステムを展開しつつある地域においては歯科医療の果たす役割を

予防や介護まで拡大してシステムの充実を図ることができる。そのようなシステム

が整備されていない地域では歯科医療機関を積極的に利用した地域包括システムの

構築に努めるべきである。通院困難者への対応の需要がさらに増すことから、歯科

診療所での治療が可能な人には通院手段の確保を、不可能な場合には訪問歯科診療

にて対応するなどの支援策が必要と思われる。通院手段には通常の公共交通機関以

外の病院、福祉施設、商業施設などが所有する送迎車輌なども利用できるよう各施

設との提携を進める。 
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(2) 病診連携について 

① 歯科側への提言 

１) 病院に設置されている病院歯科を利用して歯科診療所との連携を円滑に進めるこ

とが有効と思われる。歯科がない病院では医療連携担当部署と歯科医師会の連携を

密に図ることが重要である。 

２) 病院等と地域医療機関、あるいは在宅との間で、療養の場が円滑に移行できるよ

う病院が後方支援を行う仕組みを作り [6]、その中に口腔機能に関する項目を追加

する必要がある。 

３) 歯科医師会は地域に密着して歯科医療を担当してきているので病院と歯科診療所

との連携においても歯科医師会が仲介することで円滑に進むことが期待される。歯

科医師会会員間で適切な役割分担を行い、効率的な病診連携に努める必要がある。 

② 行政などへの提言 

１) 病院と歯科診療所間で紹介状にとどまらない高度医療情報の共有が可能となる情

報伝達網の整備を行政が支援することにより双方での医療の質向上が見込まれる。 

２) 地域全体で効率的で効果的な医療提供体制を構築するために行政と歯科医師会が

連携することが必要であり、さらにその活動が円滑に進むように医師会や薬剤師会

など関連団体との協働を支援することが重要である。 

３) 歯科医師会以外の歯科医療機関との病診連携では行政が中心となって情報の提供

や仲介を行うことが求められる。 

 

(3) 医科歯科連携について 

① 歯科側への提言 

１) 周術期等における口腔機能管理は医科主治医の主導により進められることから医

科側にその有効性を発信することが重要である。病院や医師会に口腔機能の重要性

と周術期等口腔機能管理の効果について十分な説明を行う。 

２) 歯科および医科の学会で共同シンポジウムを開催するなど学会間や臨床医間でも

交流を深め、双方の立場を理解することは医科歯科連携を進めるために有効である

と思われる。大学等が中心となり、歯科や口腔領域とかかわりの深い疾患について、

エビデンスを集積したうえで、医科の診療ガイドラインに歯科に関する内容を記載

するなど治療指針においても医科歯科連携を行う必要がある。 

３) 顎口腔領域に生じる疾患は全身と関連する病変も多い。医科と共に治療ができる

臨床力を持った歯科医師の育成が必要である。 

４) 医科入院中の患者の口腔状態の確認シートなどを導入して歯科医療の必要性が歯

科医療機関に伝わるようにするなど潜在的な歯科医療患者の掘り起こしに努める。 

５) 平成 30 年度診療報酬改定にて、患者が入院中の医療機関と在宅療養を担う医療

機関を評価する「退院時共同指導料」について、医師・看護職員以外の医療従事者

などが共同指導する場合も評価対象となるよう見直された。歯科医師もこれに含ま
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れることから入院中の患者が退院後に安心して療養生活を送ることができるように

積極的に退院時の指導に加わることが望ましい。 

② 行政などへの提言 

１) 地域の基幹病院において、歯科と医科双方のアプローチが可能となる周術期等口

腔機能管理センター等の医科歯科連携部門の窓口の設置をすすめることが必要であ

る。病院内だけにとどまらず、行政と病院の協力を得て地域の医療機関で共用でき

るようにすることがより効果的と思われる。 

２) 糖尿病や心疾患など口腔保健との密接な関連が指摘されている医科疾患治療につ

いて、それらの治療における歯科治療の必要性を医科診療従事者が認識すべきであ

る。 

３) 地域の包括的ケアシステムの遂行を目指して歯科医師や歯科衛生士を健康施策関

連部署に配置することが求められる。 

４) 教育機関においては、歯科大学・歯学部および医科大学・医学部双方に、歯学・

医学に関する教育・講義を取り入れるなど教育における大学や学部間の連携を行う

必要がある。 

５) 高齢化が進展することで、入院や介護施設への入居等により、かかりつけ歯科が

持つ入院までの口腔機能に関する情報が途切れてしまうことが多いのが現状である。

行政や歯科医師会において地域の医療機関、あるいは介護施設との患者の口腔内の

情報が途切れないシステムを構築することが必要である [3]。 

 

(4) 多職種連携について 

① 歯科側への提言 

１) 要介護者の健康維持には日頃からのセルフケアに関わることの多い医療職を中心

に口腔機能の管理の重要性を周知する努力が極めて重要である。関連する職種の人

を対象とした研修や講習を実施し、知識や関心を持つ従事者を増やして口腔の機能

維持や疾病の予防と発見に貢献してもらう。自身あるいはヘルパーなどでも簡単に

入力できるチェックシートなどを作成し、問題点を見出せるような取り組みが有効

と思われる。 

２) 多職種連携に関する会議や研修を充実させ、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、

介護支援専門員等が具体的な事例検討や意見交換等を通じて、それぞれの職種が持

つ課題等について情報交換を行うことが必要である [6]。 

３) 口腔領域の専門家として歯科医療従事者が全体を統括して多職種の連携を目指す

べきである。 

４) 大学等の教育機関を中心に卒前教育や卒後臨床研修において、多職種連携の必要

性についての理解を促進するための講義や実習を行う必要がある。生涯研修におい

ても、大学や基幹病院、歯科医師会等を中心に地域連携や多職種連携に関する情報

提供を行う場が必要である。 
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５) 歯科疾患予防の需要が増加していることもあり、歯科医師と歯科衛生士との共同

した業務の在り方を検討する必要がある [3]。 

② 行政などへの提言 

１) 介護やヘルパーなどの医療関連職と関わっている一般市民は多いので、その医療

関連職とともに口腔機能を管理して生活の質を向上させることができることを公的

に広報することにより、潜在的な患者に歯科医療の機会を与えることができる。 

２) 多くの情報を有している行政が各種施設と歯科医療機関との仲介を行うことで効

率的な多職種連携が実現されると思われる。 

３) 行政が中心となり多職種からなる会議を発足させて統一感のある効率の良いケア

システムを構築することが必要である。 

４) 医科歯科連携や多職種連携を推進するうえで多職種からの歯科医師や歯科医療に

対する需要の把握を行い、政策の計画立案に役立てる必要がある。 

５) 多職種が効率的に連携するためには、全体を統一したデータベースの構築が有効

である。各職種がそれぞれ求める情報をそこから得ることで安全で効率的な医療を

提供できる。膨大な情報量、多大な経費、厳格な運営といった面から公的組織によ

る管理が最適と思われる。 

 

(5) 食に関する支援について 

① 歯科側への提言 

１) 嚥下の出発点は咀嚼であり、嚥下機能の維持・回復のためには咀嚼できる口腔環

境を整える必要がある。歯科医師をはじめとする歯科専門職に対しても、摂食の支

援のためという視点から口腔機能の維持や増進を図り、関連する多職種連携の場へ

積極的に参画することが求められる。 

２) 教育機関には、「食」を基盤とした健康増進、介護予防、虚弱予防を目指した歯学

教育、歯学研究を推進する必要がある。また、歯学部卒業や臨床研修修了の時点で

嚥下障害の患者に対応できるように卒前教育、卒後臨床研修における、摂食嚥下に

関する教育を充実させる必要がある [4]。 

② 行政などへの提言 

１) 咀嚼機能を回復する専門家は歯科医師であるということが、しっかり認識される

よう歯科医師会を中心に患者や医療関連職種に対し啓発を行う必要がある [4]。 

２) 診療報酬について、既にある栄養サポートチーム連携加算は十分ではなく、NSTへ

の歯科専門職の参画が進んでいない要因の一つとなっている。医療施設調査やレセ

プト情報・特定健診等情報データベース（NDB）だけでは現状の全体像を反映してい

ない可能性が指摘されているため [3]、NSTの現状を把握するとともに、新たな診

療報酬項目の策定や算定要件の検討を行い、NST に参画する歯科専門職の評価をす

る必要がある。 
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(6) 入院患者の口腔状況・潜在的歯科医療需要について 

① 歯科側への提言 

１) DPC制度（DPC/PDPS）3導入により入院期間は短縮傾向にある。短期間の入院中で

は歯科治療や口腔機能訓練も十分な効果は期待できない。急性期病院での歯科治療

は主科で治療中の疾患の合併症発症予防や応急処置が主目的とならざるを得ないた

め、回復期病院への転院後や退院後にいかに円滑に歯科治療や口腔機能訓練につな

げられるかが重要であり、その役割を果たすのが地域包括ケアシステムである [4]。 

２) 口腔の衛生状態に関心の低い患者のモチベーションを高めるには、病棟でのケア

の中心となる看護師の支援が欠かせない。口腔状態に対する看護師の意識や能力を

あげることには特に重点を置くべきである [4]。 

３) 高齢者、要支援・要介護者は歯科医療機関受診が困難なことも多く、また自分の

症状を伝えることができないこともある。そのために普段からの口腔状態が不足し

がちであることを念頭に置いて入院中は病院歯科あるいは訪問歯科の歯科専門職種

は、要支援・要介護高齢者に関わる多職種と連携し口腔症状の把握に努める必要が

ある [4]。 

４) 入院患者の食形態は 10%強の人が普通食を摂れず、軟菜食やペースト食などを摂

食していた。そしてそのうちの 80%を超える患者たちは普通食を希望しているが我

慢していることがわかった。このことは入院前からの口腔機能低下が要因として大

きいが、入院加療後に摂食嚥下機能の減弱による場合もあり、その状態が解決され

ずにいることをも意味する。医科主治医や看護師の関心を惹起して歯科医療へとつ

なげられるよう啓発すべきである。 

５) 従来の NST による摂食の捉え方は摂食量に重点をおきがちで、「食事を療養計画

通りに全量摂取させるにはどうしたら良いか」に関心が集まるが、歯科の視点を取

り入れ、口腔機能の評価をもとに多職種で協働し、患者の食べる意欲や希望をかな

えるよう取り組むことが重要であると考えられる。そのためには、入院中のみなら

ず、退院後も継続して口腔機能の維持・改善を図るために、地域医療連携を推進し、

切れ目のない歯科医療提供体制を確保することが必須である [7]。 

６) かかりつけ歯科にて日常的に口腔管理がなされている人の割合が低いことに対処

する必要がある。かかりつけ歯科を持ち、定期的な歯科検診や口腔内の症状に対し

て早期に受診するなどの患者への指導を徹底すべきである。それにより退院後に医

科からかかりつけ歯科への円滑な情報提供が可能となる。 

７) 平成 30 年度診療報酬改定にて、患者が入院中の医療機関と在宅療養を担う医療

機関を評価する「退院時共同指導料」について、医師・看護職員以外の医療従事者

などが共同指導する場合も評価対象となるよう見直された。歯科医師もこれに含ま

 

                         
3 DPC制度（DPC/PDPS（Diagnosis Procedure Combination / Per-Diem Payment System））は急性期入院医療を対象とし

た診療報酬の包括評価制度であり、診断群分類に基づいて 1日あたり定額報酬が算定される。 
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れることから入院中の患者が退院後に安心して療養生活を送ることができるように

積極的に退院時の指導に加わることが望ましい。 

② 行政などへの提言 

１) 入院患者の 72%は口腔内に何らかの問題を抱えていることが明らかとなり、入院

加療する多くの人が常態的に口腔機能の低下を抱えている可能性があることを医療

者は十分に認識すべきである。これは普段からの健康に対する基本的な姿勢や関心

を反映していることが推察され、歯科領域の健康にとどまらず、個人の予防・健康

づくりに関する行動変容につなげる取り組みを強化する必要がある。行政や歯科医

師会の行う地域保健活動を通して日々からの予防や健康への関心を惹起する取り組

みを強化する必要がある。 
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